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相談時間内に、利用して下さい。

秘密厳守・無料

大日サービスコーナー
ところ　イオンモール大日内

　　　　　　　　（１階郵便局前入口）

相談内容 とき（祝日は除く） 問 合 先

心配ごと
相談

社会福祉協議会
☎６９９２－２７１５

進路選択
支援相談

市教委
学校教育課
☎６９９５－３１５１

※進学意欲を持ちながら、家庭事情や
経済的な理由で就学することが難しい
生徒や保護者を対象に、進路選択支援
相談員が、進路や奨学金などの相談や
必要な情報を伝える窓口を設置。

7月4・11・18日

相 談 内 容 とき（祝日は除く） 予 約 ・ そ の 他 問 合 先
心配ごと相談 毎週月曜日 ～ 当日相談コーナーへ 社会福祉協議会☎６９９２－２７１５

法律相談
（要予約）

弁護士 毎週木曜日 ～
休日の時は当日の

　　　　　　１３５６

司法書士 毎月第２～４火曜日 ～

登記相談
（要予約）

司法書士
毎月第２水曜日 ～

分
予約は電話で相談日の前日 ～

～）土地家屋調査士

税務相談
（要予約） 税理士 毎月第２金曜日 ～

分
予約は電話で相談日の前日 ～

～）
行政相談（要予約） 毎月第４火曜日 ～ 予約は前日までに

介護保険苦情相談（要予約）毎月第２水曜日 ～ 予約は前日までに
くすのき広域連合☎６９９５－１５１６
守口支所高齢介護課内☎６９９２－２１８０

女性の悩み相談（要予約） 毎月第１～４火曜日 ～ 予約は前日までに

☎６９９２－１３５３
広報広聴課

人権室
☎６９９２－１５１２人権相談

～
毎週木曜日 ～ 当日相談コーナーへ

毎月第３木曜日 ～ 菊水老人福祉センターへ
精神保健福祉相談（要予約）毎週水曜日 ～ 予約は前日までに 障害福祉課☎６９９２－１６３５

～日常生活のさまざまな問題や悩みの相談に応じています～市民相談（7月分） ところ　市役所１号別館市民相談コーナー

作　六倉　実結
むつくら　　　み  ゆい

「燃やすごみ」は

　一体どこへ？の巻

66 「燃やすごみ」の減量が地球を守る第一歩！「燃やすごみ」の減量が地球を守る第一歩！

不法投棄は犯罪です！
取扱担当課が
　　変更しました！！

私有地内の
不法投棄について

収集

残った焼却灰はどのように処理されているの？

焼却灰発生

守口市ごみ減量キャラクター「くりあ」

大阪湾埋立処分場

埋立処分場のためにもごみの減量を！

焼却

守口市クリーンセンターで焼却することで出た焼却灰は、大阪湾にある埋立処
分場へ運搬され、埋め立てています。

大阪湾沖に4つの埋立処分場があ
り、近畿2府4県（168市町村）から発
生する焼却灰を受け入れています。
跡地は、緑地広場などに利用されて
います。

ごみ排出量の約半分を占める「燃やすごみ」は、守口市クリーン
センターに運び、焼却しています。焼却することで、臭いを抑えた
り、容積を減らしたりしています。
しかし、焼却してもすべてが無くなるわけではなく、一部は「焼
却灰」として残ってしまいます。

現在の埋立処分場での焼却灰の受け入れ可能期間は平成39年までとなってお
り、その後の処分場の建設計画は未定です。
埋立処分場で埋立できる容量にも限りがあります。処分場が少しでも長く使
えるように、引き続き市民のみなさんのごみ減量へのご協力をお願いします。

「粗大ごみ処理券の販売」と「集団回収の
受付」の取扱担当課が「コミュニティ推進
課」から「環境政策課（2号別館3階）」へ
変更になりました。
間違えのないようお願いします。

私有地内における不法投棄は、土地所有者（管理者）の責任で処
理を行って下さい。日ごろより不法投棄をされないように、土地所
有者が責任をもって管理していただきますようお願いします。

不法投棄は、最高5年以下の懲役、1千万円
以下の罰金が違反者に科せられます。
市でも、守口警察署の捜査により、排出者
が特定され検挙されています。
不法投棄を「しない、させない」ためにも、
市民のみなさんのご協力をお願いします。
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